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７ 周知広報の実施 

（１）周知広報の概要 

事業の進捗に合わせて、厚生労働省ホームページに掲載している「IT 業界の働き方・休み

方の推進」の Web ページを更新した。また、IT 業界で働く労働者の働き方改革推進のため、

インターネット広告を通じて広く認知拡大を図った。 

インターネット広告では、日本経済新聞電子版、IT メディアビジネスオンラインにタイア

ップ記事を掲載し、事業成果物（「変わる、IT 業界の働き方 〜テレワークにより加速した働

き方改革〜オンラインセミナーアーカイブ動画」、「働き方改革実践の手引き～企業と社員の

ための働き方改革へ～（情報サービス業編）」、「発注者・受注者で実現する IT 業界の取引環

境改善と働き方改革～円滑なプロジェクトの推進に向けて」）への誘導を図った。 

 

（２）Webページの更新 

厚生労働省ホームページに掲載している「IT 業界の働き方・休み方の推進」の Web ペー

ジを基に、働き方改革サポート事業として有効な情報拡充のため Web ページを更新した。 

 

（a）事業報告書の更新（令和 2 年 10 月公開） 

平成 31 年度事業報告書を資料ページで公開した。 

図表 7-1：資料ページ 
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（b）オンラインセミナー情報の更新（令和 2 年 12 月公開） 

オンラインセミナーのプログラム情報を更新し、セミナーの申込み受付を開始した。 

図表 7-2：セミナー情報ページ 
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（c）2020 年度「IT 業界の働き方に関する経年変化と新型コロナウイルスの影響調査」の更

新（令和 3 年 3 月公開） 

調査・分析結果ページに今年度実施したアンケート調査結果を追加した。 

図表 7-3：調査・分析結果ページ 
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（d）オンラインセミナー開催レポートの作成（令和 3 年 3 月公開） 

IT 業界の働き方改革をより一層推進することを求める企業にとっての有益な情報としてオ

ンラインセミナー開催レポートを作成した。レポート内では当日の講演内容の概要を紹介し

た。 

図表 7-4：オンラインセミナー開催レポートページ 
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（e）オンラインセミナー資料の掲載（令和 3 年 3 月公開） 

令和 3 年 1 月 22 日開催されたオンラインセミナーで使われた資料を掲載した。 

図表 7-5：オンラインセミナー資料掲載ページ 
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（f）「働き方改革実践の手引き(改訂版)」の掲載（令和 3 年 3 月公開予定） 

図表 7-6：「働き方改革実践の手引き(改訂版)」掲載資料ページ 
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（g）「働き方改革実践の手引き(改訂版)」掲載に伴うトップページ改修（令和 3 年 3 月公開

予定） 

図表 7-7：「働き方・休み方推進」トップページ 
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（３）インターネット広告の掲載 

(a)日本経済新聞電子版タイアップ記事 

日本経済新聞電子版に 1 月 22 日開催のオンラインセミナー「変わる IT 業界の働き方～テ

レワークにより加速した働き方改革～」のレビュー記事を掲載した。 

 

講演   ：PwC コンサルティング 公共事業部マネージャー 千賀篤史氏 

企業紹介１：伊藤忠テクノソリューションズ 人事部部長代行 清水泰治氏 

企業紹介２：リンクレア 経営企画室マネジャ 部田裕介氏 

 

本タイアップ記事を活用して、「働き方改革実践の手引き～企業と社員のための働き方改革

へ～」およびそれぞれの講演動画への誘導を図った。 

図表 7-9: タイアップ記事イメージ 
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公開期間：2月 22日～3月 24日（下記数値・グラフは 3月 7日時点のデータ） 

PV：11,308PV 

UB：10,452UB 

外部リンク：226 クリック 

・厚生労働省「変わる、IT業界の働き方」動画１（講演動画）48 

・厚生労働省「変わる、IT業界の働き方」動画２（企業紹介１動画 ）27 

・厚生労働省「変わる、IT業界の働き方」動画３（企業紹介２動画）71 

・厚生労働省「変わる、IT業界の働き方」１（働き方改革実践の手引き）33 

・厚生労働省「変わる、IT業界の働き方」２（全編動画）47 

 

 目標値 2 万 PV に向け、PV 数は順調に伸びている。また、閲覧ユーザの属性としては、日経電子

版全体の会員属性に比べ、「経営者・役員」「経営企画」「総務・人事」「情報処理・情報システム」の

職種による閲覧割合が高く全体の半分以上を占めており、IT 業界の働き方改革を推進・支援する立

場の方へのセミナー講演内容や「働き方改革実践の手引き」の周知に繋がっている。 

図表 7-10: 閲覧ユーザの属性 
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(b)ITmedia ビジネスオンラインタイアップ記事 

ユーザ企業・ベンダ企業の双方の立場から、協働関係や働き方に関する多様な意見・考え

に触れ、DX と働き方改革について議論を深める目的のオンライン座談会を 1 月 27 日に実

施し、レビュー記事を ITmedia ビジネスオンラインに掲載した。 

（パネリスト） 

・株式会社ワコール 執行役員 IT 推進部長 森本秀治氏 

・東京海上日動システムズ株式会社 取締役 小林賢也氏 

・株式会社パワーハウス 代表取締役社長 亀谷広美氏 

・株式会社シーエーシー 取締役兼業務担当執行役員 鳥海芳一氏 

（モデレータ） 

・武庫川女子大学経営学部教授／Kyoto ビジネスデザインラボ合同会社代表 宗平順己氏 

 

本タイアップ記事を活用して、「発注者・受注者で実現する IT 業界の取引環境改善と働き

方改革～円滑なプロジェクトの推進に向けて」へ誘導を図った。 

図表 7-11: タイアップ記事イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

106 

 

  



 

107 

 

  



 

108 

 

  



 

109 

 

  



 

110 

 

公開期間：3 月 5 日～3 月 24 日（下記数値・グラフは 3 月 10 日時点のデータ） 

PV：24,481PV 

UU：15,002UU 

外部リンク：167 クリック 

・「発注者・受注者で実現する IT 業界の取引環境改善と働き方改革～円滑なプロジェク 

トの推進に向けて」 

 

目標値 4万 PVに向け、PV数は順調に伸びている。また、閲覧ユーザの属性としては、ITmedia

ビジネスオンラインでターゲットとして想定していた IT 関連職が全体の 1/4程度を占めてお

り、IT業界の働き方改革や DXの推進に向けた新たな共創関係や「発注者・受注者で実現する IT

業界の取引環境改善と働き方改革～円滑なプロジェクトの推進に向けて」の周知に繋がっている。 

図表 7-12: 閲覧ユーザの属性 
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